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地球環境に配慮した大豆油 
インキを使用しています 

古紙パルプ配合率100％ 
再生紙を使用しています 

当
社
の
本
店
所
在
地
が
あ
る
長
野
県
上
伊
那

地
方
で
は
、「
ざ
ざ
虫
」
と
呼
ば
れ
る
昆
虫
類

の
佃
煮
を
食
す
る
習
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が
あ
り
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す
。「
ざ
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は
ト
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や
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ワ
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来
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に
住
ん
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に
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や
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ナ
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な
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の
昆
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を
食
す
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習
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は
日
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は
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つ
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の
地
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で
見
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れ
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が
、
ト
ビ
ケ
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カ
ワ
ゲ
ラ
な
ど
の
幼
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を
食
す
る
習
慣
は
と
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も
珍
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い
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と
で
す
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ざ
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は
高
級
珍
味
と
し
て
知
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れ
て
い
ま

す
が
、
味
も
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と
な
が
ら
ビ
タ
ミ
ン
や

タ
ン
パ
ク
質
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ど
を
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富
に
含
ん
で
い
る
優
れ

た
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材
で
す
。
長
野
県
は
沖
縄
県
に
次
ぐ
長
寿

県
で
す
が
、
ざ
ざ
虫
の
豊
富
な
栄
養
素
が
長
寿

に
一
役
買
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
説

も
あ
り
ま
す
。

ざ
ざ
虫
漁
は
毎
年
十
二
月
か
ら
二
月
に
か
け

て
行
わ
れ
ま
す
が
、
そ
の
漁
法
が
ユ
ニ
ー
ク
で

す
。
ま
ず
、
川
の
浅
瀬
に
四
ツ
手
網
と
呼
ば
れ

る
網
を
設
置
し
ま
す
。
そ
し
て
上
流
へ
行
き
鍬

な
ど
で
川
底
の
石
を
ひ
っ
く
り
返
し
、
そ
の
石

を
足
で
が
り
が
り
と
か
き
ま
す
。
す
る
と
、
石

の
裏
側
に
い
た
ト
ビ
ケ
ラ
や
カ
ワ
ゲ
ラ
が
網
の

中
に
入
り
ま
す
。
こ
の
漁
法
は
別
名
「
虫
踏

み
」
と
呼
ば
れ
て
お
り
、
伊
那
谷
の
冬
の
風
物

詩
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
漁
を
行
う
に
は

「
虫
踏
み
許
可
証
」
と
い
う
漁
業
協
同
組
合
の

鑑
札
が
必
要
で
す
が
、
川
虫
の
漁
業
権
は
世
界

的
に
も
極
め
て
珍
し
い
も
の
で
す
。

し
か
し
、
近
年
深
刻
化
す
る
水
質
汚
染
な
ど

に
よ
り
、
ざ
ざ
虫
の
漁
獲
量
や
質
が
低
下
傾
向

に
あ
り
ま
す
。
伊
那
谷
の
文
化
を
守
る
た
め
に

も
、
当
社
で
は
積
極
的
に
環
境
保
全
活
動
を
行

う
と
と
も
に
、
地
域
の
環
境
保
全
の
た
め
の
活

動
を
さ
ら
に
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。
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伊那谷の食文化

『ざざ虫』

タカノでは、株主・投資家のみなさまへのタイ

ムリーな情報提供および双方向の情報交換を目的

に、ホームページに会社情報を掲載しております。

是非ご覧ください。

ホ ー ム ペ ー ジ の ご 紹 介

h t t p : / / w w w. t a k a no - ne t . c o. j p

伊那谷を流れる天竜川
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Special Topic

特 集／エレクトロニクス関連
「画像処理検査装置」について

当社は、新規事業の模索のなかから、画像処理装置の開発

を1985年より開始し、1987年にはCCDエリアセンサー

カメラを用いた画像処理装置1号機を完成、画像処理検査

装置事業の第一歩を踏み出しております。当時は、現在の

ような電子部品向けの検査装置ではなく、飲料瓶の検査な

どさまざまな検査対象の用途を模索しておりました。

1989年には、画像処理装置単体の販売ではなく、周辺

を含む製品搬送メカ機構をあわせたシステムとして自動車

部品向けに検査装置を開発し、製造ラインへ組み込まれる

検査装置の販売を始めております。

1991年には、当時普及し始めたパソコンのICパッケー

ジ向け検査に進出し、電子部品検査装置市場へ展開してお

ります。ICパッケージは非常に微細な検査であったため、

従来のCCDエリアセンサーカメラからラインセンサーカメラ

に変更し、あわせて、画像処理新ハードウェアの開発を行

うことによりニーズへの対応を行いました。

翌年の1992年には、現在の事業の主力製品となっている

液晶ディスプレイカラーフィルター検査装置分野へ参入

いたしました。当社はラインセンサーカメラ・画像処理装置

のさらなる高速化を図ることにより、従来までの検査対象

より大きな液晶基板やPDP基板の検査を可能としました。

当時液晶は製品立ち上がりの時期であり、その後、パソ

コン用液晶ディスプレイ・液晶テレビの普及による需要

拡大にともなって検査装置需要も拡大し、現在に至って

おりますが、その後当社は原子間力顕微鏡、3次元高さ

計測レーザーセンサー、白色光干渉法による高さ計測な

ど新たなセンサーの開発を図るとともに、画像処理装置

ハードウェア、検査アルゴリズムの改善を進めることに

よって、市場において優位な地位を築き、現在では液

晶カラーフィルター外観検査装置の市場占有率は約80％

を占めるに至っております。

また、本年、従来の3倍のスピードをもつラインセン

サーカメラの開発を行い、液晶TFTアレイ向けの検査装

置を発売し、新市場への参入を図っております。

今後も、技術革新が進むなか、新たな検査ニーズに対応

すべく、技術開発・研究開発への注力を通じ、競争優位性

の確立に努め、ひいてはお客様から信頼をいただくことに

より、さらなる事業成長を図ってまいります。

現在、パソコン用液晶ディスプレイ・液晶テレビ等の普及にともない、液晶パネル需要は拡大しており、需要獲得

を図るべく液晶パネルメーカー等による設備投資も活発になっております。そして、液晶パネルの製造工程内で使用

される液晶検査装置需要も拡大し、当社の検査装置の販売も前期においては79％増となるなど画像処理検査装置

事業は急成長を遂げております。

今後、地上波デジタルやハイビジョン放送等により液晶テレビの急激な普及が予想され、それにあわせて液晶

パネルメーカー等の設備投資もさらに拡大することが見込まれており、検査装置需要の見通しも期待されるとこ

ろであります。

このような事業環境にある画像処理検査装置事業について、ご理解を深めていただけるよう、今回特集として、

その事業沿革及び装置の原理・技術的側面についてご紹介したいと思います。

Part 1 事業の歩みと今後の方向性

1985年～ 1990年～ 1995年～ 2000年～ 2005年～ 

検査装置 

計測装置 

加工装置 

当社メカ 
技術の投入 

独自システム 
の開発 

新アルゴリズム 
開発 

大基板FPD 
測定装置 

ICバンプ高さ 
計測機 

液晶フォトスペーサー 
高さ計測装置 

画像処理装置 
1号機 

メカ搬送一体 
型検査装置 

ICパッケージ 
検査装置 

TFTアレイパターン 
検査装置 

液晶ディスプレイカラー 
フィルター検査装置 

紫外線レーザー 
加工機 カラーフィルター 

修正装置 

CCDエリア 
センサー 

CCDエリア 
センサー 

CCDライン 
センサー 

CCDライン 
センサー 

266nm紫外線 
レーザー 

CCD高速ライン 
センサーカメラ 

原子間力顕 
微鏡(AFM)

レーザー 
センサー 

白色光 
干渉法 

液晶3次元 
測定装置 
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当装置の基本構造

当装置の基本構造は、

●検査対象物の搬送や、カメラ･センサー等の操作を行う

「メカ・電気系」、

●検査対象物の撮像を行う「カメラ･センサー系」、

●画像のイメージ変換や、製品の良・不良の判定を行う

「処理・アルゴリズム系」

に大別されます。

画像処理検査装置を支えるコア技術

●メカ・電気系技術
当社は、ばねの製造業として創業し、その後オフィス

家具やエクステリア関連製品の製造に携わるなかで、省力

化・自動化装置を自社で開発・製造することによって搬

送・電気等のメカ技術を培ってまいりました。この技術

ノウハウが、大型ガラス基板への対応や、システムの安

定稼働に寄与しております。

●カメラ・センサー系技術
カメラは画像処理検査装置の目にあたる部分で、基板

の大型化による検査スピードの高速化等のニーズから、

高速撮像・高精度のカメラが要求されております。当社

では、高速撮像化・高精度化に向けた研究を重ね、現在

では、従来の3倍のカメラスピードを有するリニアセン

サーカメラの開発に成功しました。これによって従来で

はタクトタイム上困難であったTFTアレイ※1工程におけ

るインライン全数検査※2ニーズに対応することが可能と

なりました。

●処理・アルゴリズム系技術
処理・アルゴリズム系は、画像処理検査装置の脳にあ

たる部分で、取り込まれた画像の高速イメージ、高精度

な合否判定が要求されております。

画像処理面では、高性能のDSP（デジタル信号処理演

算処理装置）とFPGA（ICのうち集積度が1,000～10

万のもの）を採用し、画像処理速度の向上を実施してお

ります。

また、当社では従来問題になっていた「擬似欠陥（不

良製品ではないが画像処理判断で不良と判定されてしま

うこと）」を解消すべく、新画像アルゴリズムを開発いた

しました。新画像アルゴリズムによって、擬似欠陥を大

幅に減少させ、検査の信頼性を大幅に向上させるととも

に、処理速度の向上に成功いたしました。

高性能DSP・FPGAと新アルゴリズム、高性能センサー

の複合的な活用によって、高速処理・高精度処理を可能

にし、スピードアップと品質の向上の二面を同時に改善、

市場ニーズに対応しております。

今後の方向性

今後のFPD需要は、液晶・PDPを中心に拡大していく

とともに、さらなる技術革新により、無機・有機ELD

（エレクトロ・ルミネセンス・ディスプレイ）、SED（サ

ーフェイス・コンディション・エレクション・エミッタ

ーディスプレイ）、電子ペーパーなど新しいディスプレイ

デバイスが市場に投入され、それにともなって、新たな

検査ニーズが生まれてくることが予測されます。

当社では、研究･開発へ注力することよってコア技術を

さらに向上させ、新たな技術革新で生まれた検査ニーズ

に対して積極的な提案を行い、事業の安定成長へ向けて

の布石を打ってまいりたいと思います。

画像処理検査装置の属する市場は、技術革新が非常に早く進む分野であり、

市場での競争に勝ち抜くためには、常に市場から求められる技術レベルを満た

していく必要があります。

特集の第2弾では、技術的側面から画像処理検査装置をご紹介したいと思い

ます。

※1.電圧のON/OFFの切り替えを行うことによって液晶を駆動し、光の遮断・透過をコントロールする薄膜のトランジスタ。
※2.製造ラインに組み込むことによって、インラインで製品の検査を行う方法。抜き取りの検査と異なり、製品の全数を検査する。

製造 
工程 

製造 
工程 

不良
 

良 

製品搬送 
メカ装置 

カメラ・センサーによる撮像 

画像のイメージ化と良・不良の判定 

Part 2 「画像処理検査装置」技術的側面について

カメラ・ 
センサー系 
技術 

処理・ 
アルゴリズム系 

技術 

メカ・電気系 
技術 

コ ア 技 術

当社画像処理検査装置の概要
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代表取締役社長

株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜り厚く

お礼申しあげます。

当社の第53期の中間業績ならびに通期の見通しについ

て、次のとおりご報告させていただきます。

当中間期の概況（連結）

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格・

原材料価格の値上がりの影響はあるものの、企業収益の改

善にともない個人消費は緩やかに増加しており景気は回復

基調で推移いたしました。

このような環境にあって当社は、「常に高い志をかかげ、

飛躍的に競争力を高め、高付加価値のサービス・商品を顧

客に提供し続ける。」という基本的な考えを掲げ、OEM事

業分野の合理化による収益力向上、エレクトロニクス関連

事業画像処理検査装置における新製品拡販と生産体制の拡

充および将来に向けて新たな事業を立ち上げるべく事業開

発活動に注力をしてまいりました。

その結果、当中間連結会計期間の売上高は、韓国・台湾

液晶パネルメーカー、国内液晶カラーフィルターメーカー

による大規模な設備投資需要を受け、エレクトロニクス関

連事業画像処理検査装置の販売は堅調に推移する一方、

OEM先における在庫調整の影響による販売の減少により、

前年同期比較で576百万円減少し、12,284百万円（前年

同期比4.5%減）となりました。

営業利益は前年同期比較で110百万円減少し、1,370百

万円（前年同期比7.4%減）となりました。これは主に、

画像処理検査装置において受注時採算が大変良好であった

前中間連結会計期間と比較し、当中間連結会計期間の装置

販売価格が、液晶パネル価格の下落にともなう顧客の製造

設備に対する価格要求により、一定範囲で抑えられたこと

によるものであります。

経常利益は、上記営業利益減少により、前年同期比較で

105百万円減少し、1,404百万円（前年同期比7.0%減）

となりました。

また、中間純利益につきましては、以上の業績の状況に

加え、当中間期連結会計期間において遊休固定資産の減損

処理230百万円を行ったこと等により、前年同期比較で

307百万円減少し、695百万円（前年同期比30.6%減）

となりました。

通期の見通し

通期の見通しにつきましては、引き続く原油・素材価格

の高騰など懸念材料はあるものの、個人所得の緩やかな増

加にともなう消費マインドの改善から個人消費も緩やかに

改善していくことが見込まれ景気の先行きは明るさが見え

ております。

このような経営環境にあって、当社グループといたしま

しては「自立」、「独自」および「俊敏」をスローガンとし

て経営基盤の拡充に努めるとともに、真にお客様に喜ばれ

る製品・サービスを提供するべく、品質を経営の第一に位

置づけ、活動をしてまいります。

株主のみなさまにおかれましては、今後とも一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成17年12月

売　上　高

経 常 利 益

当期純利益

27,800百万円（前期比 6.7%増）

2,860百万円（前期比 11.5%増）

1,570百万円（前期比 6.0%増）

26,700百万円（前期比 7.2%増）

2,550百万円（前期比 19.3%増）

1,320百万円（前期比 19.3%増）

■通期業績の見通し 連　　結 （ 前 期 比 ） 単　　体 （ 前 期 比 ）

To Our Shareholders

株主のみなさまへ
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OEM事業
OEM事業は、当社オフィス家具部門・ユニット部門・エクステリア

部門・健康福祉部門に大別されます。
OEM事業の主力でありますオフィス家具部門におきましては、企業

の設備投資は堅調に推移したもののオフィス家具への投資は手控えら
れ、国内オフィス椅子需要は減少するとともに、客先における在庫調整
の影響から販売は低迷し、前年同期比売上高は減少しました。利益面
においては生産体制の合理化など積極的なコストダウンに努めたもの
の、原材料価格の高騰によるコスト増、販売の減少にともなう稼働率
の低下などにより、前年同期比で減少しました。
ユニット部門におきましては、ばねおよび文具類において客先による

低価格化を指向した海外調達へのシフト、コストダウン要請等による影
響により減収となりました。
エクステリア部門におきましては、新規OEM先の開拓および自社ブ

ランド販売向け新製品開発・拡販に努めたことにより、前年同期比売
上高は増加し、利益面が改善されました。
また、健康福祉部門におきましては、主力製品である移動・移乗用

介護機器のコストダウンと拡販に努めたものの、米国向け移動・移乗
用介護機器の販売の減少等により、減収となりました。
この結果、当セグメントの売上高は4,187百万円（前年同期比

11.1%減）、営業損失は125百万円（前年同期は営業損失67百万円）
となりました。

エレクトロニクス関連事業
エレクトロニクス関連事業は、当社、連結子会社オプトワン株式会

社および連結子会社台湾鷹野股 有限公司によって構成されており、
産業機器部門（電磁アクチュエータ）・画像処理検査装置部門に大別さ
れます。
産業機器部門は、価格競争の激化にともなう製品単価の下落および

新紙幣への対応を目的とした金融関連機器向け特需の減少によって、
売上高は前年同期を下回りました。
画像処理検査装置部門は、韓国、台湾における液晶パネルメーカー

の堅調な設備投資を受け、液晶カラーフィルター検査装置の販売も堅
調に推移したことにより、売上高は前年同期比較で増加しました。利
益面におきましては、生産体制の拡充の一方、合理化によるコストダウ
ンを図ったものの、液晶パネル価格の下落にともなう顧客の製造設備に
対する価格要求により、装置大型化による製品単価の上昇は一定範囲
で抑えられ、前年同期と比較しわずかながら減益となりました。
この結果、当セグメントの売上高は7,489百万円（前年同期比0.1%

増）、営業利益は1,423百万円（前年同期比2.6%減）となりました。
その他の事業

省力化機械等の製造・販売を行っております連結子会社タカノ機械
株式会社および工具・機械装置等の仕入販売を行っております連結子
会社株式会社ニッコーが当セグメントを構成しております。
当事業分野におきましては、外部顧客よりの合理化設備等の受注が

減少したこと等によって、当セグメントの売上高は607百万円（前年
同期比9.0%減）、営業利益は75百万円（前年同期比20.2%減）とな
りました。

事業別概況

セグメント別売上高構成比（当中間期） セグメント別連結売上高（中間期） セグメント別連結営業利益（中間期）/営業利益率（中間期比率） 

4.9％ 4,187百万円 

 
7,489百万円 

607百万円 

61.0％ 
 

34.1％ 
 

OEM事業　　エレクトロニクス関連事業 
その他の事業 

OEM事業　　エレクトロニクス関連事業 
その他の事業 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

OEM事業　　エレクトロニクス関連事業 
その他の事業　　消去又は全社 

●営業利益率 

（百万円） 
12,000

9,000

6,000

3,000

0

（百万円） 
1,500

1,000

500

0

-500

635 421 500

667

6,088

607

3,073

5,708

3,129

4,860

7,480

4,712

7,489

4,187

2,600

△5 △67
△125

△6 △1
△16
△4

75

△140

（％） 
18

12

6

0

21
41
15

94

291

4.4

135 113

1,461

6.3

11.5

11.2

1,423

453

3.3
365
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連結中間決算概要（要旨）
連結中間貸借対照表 連結中間損益計算書 連結中間キャッシュ・フロー計算書

科　　　目

〈 資 産 の 部 〉

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

棚卸資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

20,964

6,028

11,460

214

2,879

390

△ 8

12,163

7,495

83

4,584

33,128

20,155

6,136

10,164

387

3,087

388

△ 8

12,082

7,992

81

4,008

32,237

21,519

5,648

12,170

274

2,998

435

△ 7

12,447

7,857

83

4,505

33,967

第53期中間
2005年9月30日現在

第52期中間
2004年9月30日現在

第52期
2005年3月31日現在

科　　　目

〈 負 債 の 部 〉
流動負債
支払手形及び買掛金
未払法人税等
賞与引当金
その他
固定負債
長期借入金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
負債合計
〈 少 数 株 主 持 分 〉
少数株主持分
〈 資 本 の 部 〉
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式
資本合計
負債、少数株主持分及び資本合計

第53期中間
2005年9月30日現在

第52期中間
2004年9月30日現在

第52期
2005年3月31日現在

6,143
4,485
480
364
813
912
186
627
98

7,056

11

2,015
2,355
21,466
222
1

△ 1
26,060
33,128

6,542
4,769
561
357
853
1,076
312
668
96

7,619

―

2,015
2,157
20,613
84
―

△ 252
24,618
32,237

7,387
5,504
632
358
891
981
249
631
101
8,368

―

2,015
2,355
21,091
136
0

△ 1
25,598
33,967

科　　　目

売上高
売上原価

売上総利益
販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益
受取利息・配当金

その他

営業外費用
支払利息

その他

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

中間（当期）純利益

第53期中間
2005年4月 1日から
2005年9月30日まで

第52期中間
2004年4月 1日から
2004年9月30日まで

第52期
2004年4月 1日から
2005年3月31日まで

12,284

9,263

3,021

1,650

1,370

41

25

16

7

2

5

1,404

0

230

1,174

470

△ 3

11

695

12,860

9,690

3,170

1,689

1,481

42

22

20

13

3

10

1,510

40

8

1,542

551

△ 12

―

1,003

26,066

20,239

5,826

3,307

2,518

79

46

33

33

5

28

2,564

83

327

2,320

861

△ 22

－

1,480

（単位：百万円） （単位：百万円）

科　　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（△減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高

第53期中間
2005年4月 1日から
2005年9月30日まで

第52期中間
2004年4月 1日から
2004年9月30日まで

796

△ 255

△ 377

3

166

5,199

5,366

△ 90

431

△ 391

2

△ 47

5,534

5,486

（単位：百万円）

●営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前中間純利

益が前中間連結会計期間比368百万円減少したものの、売

上債権の増減額、棚卸資産の増減額が前中間連結会計期間

と比較してそれぞれ978百万円減少、532百万円減少するな

ど運転資金が減少したことにより796百万円となりました。

●投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動に使用した資金は、定期預金の払戻による収入

が前中間連結会計期間と比較して減少したこと等により

255百万円となりました。

●財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により使用した資金は、前中間連結会計期間

において返済が20百万円上回っていた短期借入金の収入と

返済が当中間連結会計期間において均衡したことにより、

377百万円となりました。

連結中間キャッシュ・フローのポイント

（株）ニッコー

タカノ機械（株）

オプトワン（株）

861

355

1,170

43

34

148

26

20

141

主要連結対象子会社の中間業績の概要
（単位：百万円）

中間純利益経常利益売上高子会社名

売上高 経常利益／ 売上高経常利益率（中間期比率） 当期（中間）純利益／ 売上高当期純利益率（中間期比率） 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

（％） （百万円） 
2,800

2,100

1,400

700

0

12

9

6

3

0

（百万円） 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

28,000

21,000

14,000

7,000

0

　中間期　　通期　　●売上高経常利益率 

18,702

9,324

18,886

9,203

20,793

8,491

26,066

12,860

27,800 
（予想） 

12,284 4.6

6.5

1,037

11.4

11.7

805

428
604

1,334

297

2,564

1,510

2,860 
（予想） 

3.5

1,404

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

（％） 
1,500

1,000

500

0

-500

9

6

3

0

（百万円） 

　中間期　　通期　　●売上高当期純利益率 

3.6
560

5.7

7.8

△91
△5

333

871

200

1,480

1,003

1,570 
（予想） 

695

　中間期　　通期 

2.4
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単体中間決算概要（要旨）
単体中間貸借対照表 単体中間損益計算書 単体品目別売上高

科　　　目

〈 資 産 の 部 〉

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

有価証券

棚卸資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

19,238

5,195

591

10,453

214

2,429

356

△ 1

12,669

7,246

77

5,345

31,907

18,652

5,469

564

9,174

387

2,603

453

△ 1

12,713

7,740

69

4,903

31,365

19,816

4,451

954

10,940

274

2,610

586

△ 1

12,950

7,604

75

5,270

32,766

第53期中間
2005年9月30日現在

第52期中間
2004年9月30日現在

第52期
2005年3月31日現在

科　　　目

〈 負 債 の 部 〉
流動負債
支払手形及び買掛金
一年内返済予定長期借入金
未払法人税等
賞与引当金
その他

固定負債
長期借入金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負債合計
〈 資 本 の 部 〉
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本合計
負債及び資本合計

第53期中間
2005年9月30日現在

第52期中間
2004年9月30日現在

第52期
2005年3月31日現在

5,524
3,952
126
437
337
670

886
186
607
93

6,410

2,015

2,355

20,904

222

△ 1

25,497

31,907

5,855
4,200
126
523
339
666
1,049

312
645
91

6,904

2,015

2,157

20,456

84

△ 252

24,461

31,365

6,587
4,808
126
584
332
735
952

249
606
96

7,540

2,015

2,355

20,719

136

△ 1

25,226

32,766

科　　　目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間（当期）純利益

前期繰越利益

中間（当期）未処分利益

第53期中間
2005年4月 1日から
2005年9月30日まで

第52期中間
2004年4月 1日から
2004年9月30日まで

第52期
2004年4月 1日から
2005年3月31日まで

11,706

9,071

2,634

1,515

1,119

46

7

1,158

0

230

927

427

△ 4

505

589

1,094

12,196

9,368

2,827

1,555

1,271

50

13

1,308

42

0

1,350

512

△ 7

844

602

1,446

24,908

19,798

5,109

3,018

2,091

84

37

2,137

85

320

1,902

802

△ 6

1,106

602

1,708

（単位：百万円） （単位：百万円）

品　　　目
第53期中間
2005年4月 1日から
2005年9月30日まで

第52期中間
2004年4月 1日から
2004年9月30日まで

第52期
2004年4月 1日から
2005年3月31日まで

（単位：百万円）

売上高（構成比）

3,131（26.8％）

581 （5.0％）

258 （2.2％）

7,516（64.2％）

218 （1.9％）

売上高（構成比）

3,626（29.7％）

635 （5.2％）

185 （1.5％）

7,481（61.3％）

267 （2.2％）

売上高（構成比）

8,755（35.2％）

1,219 （4.9％）

428 （1.7％）

13,980（56.1％）

524 （2.1％）

●オフィス家具

●ユニット（ばね）

●エクステリア

●エレクトロニクス関連

●健康福祉機器

売上高 経常利益 当期（中間）純利益 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

（百万円） 
2,800

2,100

1,400

700

0

（百万円） 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

28,000

21,000

14,000

7,000

0

　中間期　　通期 　中間期　　通期 　中間期　　通期 

2002 
第49期 

2003 
第50期 

2004 
第51期 

2005 
第52期 

2006 
第53期 

1,200

900

600

300

0

（百万円） 

17,636

8,690

18,087

8,788

19,661

7,991

24,908

12,196

26,700 
（予想） 

11,706 1,067

1,255

614

1,145

258

2,137

1,308

2,550 
（予想） 

1,158

700

613

364
258

353

717

176

1,106

844

1,320 
（予想） 

505

品目別売上高（単体／中間期） 

2002 
第49期 

127

2003 
第50期 

173

2004 
第51期 

252

2005 
第52期 

267

2006 
第53期 

（百万円） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2,601

4,064

701

1,195

218

3,078

3,849

903

783

3,130

633
323

3,652

7,481

635
185

3,626

7,516

258
581

3,131

オフィス家具　　ユニット（ばね）　　エクステリア 
エレクトロニクス関連　　健康福祉機器　 

品目別売上高構成比（当中間期） 
オフィス家具　　ユニット（ばね）　　エクステリア 
エレクトロニクス関連　　健康福祉機器　 

64.2％ 

5.0％ 

26.8％ 1.9％ 

2.2％ 
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当社では、2001年に環境マネジメントシステム

ISO14001の認証を取得し、以来、環境に配慮し

た製品の開発を推進しておりますが、その一環と

しまして、本年4月、エレクトロニクス関連事業

「産業機器部」におきまして、ATM（現金自動預

払機）等の金融関連機器向け電磁アクチュエータ

「RSAシリーズ」のRoHS指令への対応が完了い

たしました。

近年では、2006年7月のRoHS指令の施行に

先立ち、市場から電気・電子製品のRoHS指令対応

のニーズが高まってきております。当社ではこの

ような市場ニーズを先取りし、2001年よりRoHS

指令対応に向けた活動を開始いたしました。2004

年3月から本格的に代替物質への切り替えの検討を

行い、技術的な問題点や、品質と信頼性、コスト

等の面から評価を重ね、今回のRSAシリーズの

RoHS指令対応へ至りました。

今後は、RSAシリーズ以外の全製品に関しても

配慮すると同時に、RoHS指令指定物質以外の有

害物質についても対応していきたいと考えており

ます。また、省電力化・リサイクル設計を推進し、

さらなる環境配慮製品の創出に努めてまいります。

※RoHS指令：電気・電子機器に対する有害物質の使用制限に関する欧州の指令。使用制限の対象となる物質は、鉛・水銀・カド
ミウム・六価クロム・ポリ臭化ビニール・ポリ臭化フェニルエーテルの6種類が対象となる。2006年7月以降、指定
有害物質を含有する電気･電子機器の市場への流通が禁止となる。

産業機器部製品
RoHS指令対応へ

Takano Close Up

役 員

グループ会社

タカノ株式会社

長野県上伊那郡宮田村137

昭和16年7月1日

昭和28年7月18日

20億1,590万円

事務用椅子、その他椅子等のオフィス
家具、ばね、エクステリア製品、エレクト
ロニクス関連製品、健康福祉機器の製造
ならびに販売

430名（平成17年9月30日現在）

東京証券取引所市場第一部

鷹 　 野 　 　 　 準

鷹 　 野 　 　 　 力

野 　 溝 　 郁 　 文

小 田 切 　 　 　 章

窪 　 田 　 守 　 男

大 　 原 　 明 　 夫

黒 　 田 　 章 　 裕

河 　 村 　 公 　 二

戸 　 枝 　 茂 　 夫

小 笠 原 　 　 　 愼

長 谷 川 　 洋 　 二

商 　 　 　 号

本 社 所 在 地

創 　 　 　 業

設 　 　 　 立

資 本 金

事 業 内 容

従 業 員 数

上 場 取 引 所

代表取締役社長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

〒399-4301 長野県上伊那郡宮田村137
TEL（0265）85-3150（代）

〒399-4301 長野県上伊那郡宮田村137
TEL（0265）85-3155（代）

〒399-4431 長野県伊那市西春近下河原5331
TEL（0265）72-3147（代）

〒399-4431 長野県伊那市西春近小平3587-1
TEL（0265）73-2088（代）

〒399-4301 長野県上伊那郡宮田村2053-7
TEL（0265）85-4080（代）

〒399-4117 長野県駒ヶ根市赤穂14-353
TEL（0265）81-1575（代）

〒224-0057 神奈川県横浜市都筑区川和町639
TEL（045）931-4424（代）

〒399-4301 長野県上伊那郡宮田村5450-205
TEL（0265）85-3727（代）

〒101-0041 東京都千代田区神田須田町1-13-1タカノビル
TEL（03）3253-8261（代）

〒042-0958 北海道函館市鈴蘭丘町3-88
TEL（0138）31-9313（代）

本 社

宮 田 工 場

伊 那 工 場

下 島 工 場

南 平 工 場

馬 住 工 場

横 浜 工 場

特 品 工 場

東京営業所

函館事業所

本　社 宮田工場 伊那工場 開発ビル

●株式会社ニッコー
住　所 長野県上伊那郡宮田村 資 本 金 90百万円
事業内容 工具・器具機械等の仕入販売 出資比率 100％

●タカノ機械株式会社
住　所 長野県上伊那郡宮田村 資 本 金 50百万円
事業内容 省力化機械の製造販売 出資比率 100％

●オプトワン株式会社
住　所 静岡県藤枝市 資 本 金 50百万円
事業内容 検査装置の製造販売 出資比率 80％

●台湾鷹野股　有限公司
住　所 中華民国台北縣林口郷 資 本 金 10百万新台湾元
事業内容 検査装置の保守サービス 出資比率 100％

会 社 概 要 事 業 所タカノクローズアップ

■RSAシリーズの指定物質含有状況と代替物質

RoHS指令対象物質 代替物質 技術上の問題点

強度が弱く、
塗装がはげる

融点温度が高いた
め、結線作業が困難

三価クロム

鉛フリーハンダ

六価クロム

鉛含有ハンダ

課
題
の
克
服

Ｒ
ｏ
Ｈ
Ｓ
指
令
対
応

下段がRoHS指令対応製品
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Stock Information

金融機関 
4,563,200株 
29.03％ 
 

その他の法人 
3,960,900株 
25.19％ 
 

外国法人等 
546,000株 
3.47％ 

証券会社 
66,795株 
0.42％ 
 

個人・その他 
6,582,905株 
41.87％ 

 

自己名義株式 
1,200株 
0.01％ 

 

●株式・株主の総数

会社が発行する株式の総数 50,000,000株

発行済株式の総数 15,721,000株

株主数 3,046名

●大株主

四国地方 
39,800株 
0.25％ 

中国地方 
191,400株 
1.22％ 
 

近畿地方 
2,392,695株 
15.22％ 

中部地方 
6,370,400株 
40.52％ 
 

関東地方 
6,128,400株 
38.98％ 
 
外国　501,700株 3.19％ 

北海道地方 
21,305株 
0.14％ 
 九州地方 

40,600株 
0.26％ 

 

東北地方 
34,700株 
0.22％ 
 

●地域別株式の分布状況

株主名 当社への出資状況

コクヨ株式会社 2,151,500株 13.68％

鷹野　準 1,722,900株 10.95％

堀井朝運 1,315,600株 8.36％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,292,200株 8.21％

日本発条株式会社 1,151,500株 7.32％

みずほ信託退職給付信託日本発条口 1,000,000株 6.36％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 706,900株 4.49％

鷹野　力 407,800株 2.59％

堀井良子 343,600株 2.18％

鷹野ミナ 301,100株 1.91％

持株数 持株比率

●所有者別株式の分布状況

株 式 の 状 況

株 価 の 推 移

毎年3月31日

毎年6月

定時株主総会及び利益配当金については
毎年3月31日
中間配当金及び株主優待については
毎年9月30日
その他必要がある時は、あらかじめ公告いた
します。

三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内1-4-5

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都江東区東砂7-10-11（〒137-8081）
TEL：0120-232-711（通話料無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

100株

日本経済新聞

決 算 期

定時株主総会

基 準 日

名義書換代理人

（ 同 送 付 先 ）

同 取 次 所

1単元の株式の数

公告掲載新聞名

株式に関するお手続き用紙（届出住所･印鑑･姓名

等の変更届、配当金振込指定書、単元未満株式買

取請求書、名義書換請求書等）書類のご請求につ

きましては、次の名義書換代理人にてお電話なら

びにインターネットにより24時間受け付けており

ますので、ご利用ください。

三菱UFJ信託銀行株式会社

0120-244-479（本店証券代行部）

0120-684-479（大阪証券代行部）

インターネットアドレス

http://www.tr.mufg.jp/daikou/

なお、株券保管振替制度をご利用の株主さまは、

お取引口座のある証券会社にご照会ください。

平成17年度の株主優待は、1,000株以上所有のみな

さまへは下記A～Eの5点の商品の中から1点お選びいただ

き贈呈いたします。100株以上1,000株未満所有のみな

さまへは当社にて製造販売している「そば関連商品詰め合

わせ」を贈呈いたします。

今後の優待品もみなさまにおよろこびいただけるよう

厳選の品をお送りする予定でありますので、ご期待くだ

さい。

A. 山ぶどうワイン B. 信州りんご C. 信州安曇野のわさび D. 信州のやまいも E. 信州富士見高原
ハム・ソーセージ

●株式に関するお手続き用紙のご請求について

株式事務手続きのご案内 株 主 メ モ

＊お知らせ 当社は決算公告に代えて、貸借対照表ならびに損益計算書を当社ホームページhttp://www.takano-net.co.jp/ir/index.htmlに掲載しております。

株主優待制度のご案内


